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2.研 究 のね らい ・目的

本研究は、重点領域研究 「総合的地域研究の手法確立」の主要研究項 目 「地域連関の論理」

に関連する課題 として、 「東南アジアと冷戦」という視角か ら戦後東南アジア国際政治の再検

討を試み、それを通 じて戦後東南アジアの地域秩序形成に働いた域外力学の理解を深めること

を目的とす る。

戦後の国際政治史一般はもちろんのこと、個 々の国内政治史です らも 「冷戦」を抜 きに して

は語れないことは今 日共通の理解 と言ってよいが、東南アジアもまたその例外ではない。それ

どころか、米ソ両超大 国の直接衝突ではなかったにせ よ、同地域は、ベ トナム戦争 という形で

冷戦が 「熱戦」にまで発展 した数少ない事例地域の一つに数え られる。冷戦発祥の地にして米

ソ対立の中心的係争地で もあり続けたヨーロッパで、現実には東西両陣営の軍事行動が手控え

られ、対 峙の一種の管理化ともい うべき安定 した状況が結果的に続いた傾向を捉えて、 「冷戦」

を逆説的に 「長い平和」 と見る欧米中心的冷戦解釈があ り、これに対 し、 「中心」(ヨ ーロッ

パ)に おける戦争回避 と 「周辺」(第 三世界)に おける戦争の多発の複合物 と して冷戦を理解

すべ きであるとの有力な反論が一方から提起 されているの も、こうした東南ア ジアでの血みど

ろの 「冷戦」の経験 と決 して無縁ではない。 しか しベ トナム戦争に代表 される東南アジアの冷

戦は、地理的には局限されていたにせよ、冷戦一般の理解の精度を高めるためにのみ注視 され

るべ き局地的で辺境的な現象 と駿小化す るには、あまりに大 きな世界的規模の衝撃を、当時か

ら今 日に至るまで及ぼ し続けてきた。つ い最近まで流血を繰 り返 してきたカンボジアの内戦 も、

本質的原因を国外にのみ求めることは到底無理であるが、その発端 ・激化 ・終息のいずれの過

程において も米中ソという超大国の思惑やそれ らの大国間の関係が濃厚 に投影 されてきた事実

を考えれば、東南アジアはカンボジア紛争処理 という形で、米ソ対立が消滅 して以後 もなお冷

戦の負の遺制にご く最近 まで悩まされ続 けてきた地域の一つでもある。 けれ ども東南アジアは
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冷戦の力学に一方的に翻弄 された無力な受動的客体で もなければ、米 ソあるいは米中の代理戦

争の単なる駒で もありえなか った と本研究班参加者は考える。今 日ます ます存在感を強めつつ

あるASEANは その例証の一つと言い得る。成立時から現在 までASEANは 軍事同盟では

なかったが、冷戦 という域外由来の脅威 に対する、東南アジア諸国の 自発的な応答 という性格

を有 してきたことは否定で きないであろう。今 日ASEANが 冷戦終結後 の東南アジア安全保

障構想の核 として(少 な くともそれを議論す るフォー ラム として)、 また同地域が国際社会に

対応する際の共 同戦線の枠組みと して発展を遂 げ、冷戦後の地域秩序を当該地域が主体的に模

索す るモデルケースと して世界的に注 目を集めている ことは周知のところであろう。

本研究は、 このようにヨーロッパをめ ぐる米 ソ対立 という冷戦解釈 に収れん 出来ない対象 と

して、東南アジアの冷戦を考えることを基本に据えている。 こうした認識 は、 アジアでの冷戦

が実際には米 ソ対立 というよ りは、む しろ米中対立の性格が強か ったという事実にのみ起 因し

てるのではない。本研究参加者の東南アジアに注いできた関心は当然のことと して個々の相違

はあるものの、本質的に域外由来の力学であ った 「冷戦」を媒介 として、同地域が域 内および

域外 との関係で、如何なる連関を模索 し、また経験 してきたかを検討することを共通の課題 と

して全員が 自覚 しているか らでもある。

東南アジアの冷戦期 は同時にまた、同地域が脱植民地化 と国家形成 とを追求 した激動の時期

でもあ り、東南アジアが豊かな固有の文化的蓄積を育んできた経緯と考え合わせれば、東南ア

ジアの冷戦をグローバルな冷戦構造の単なる局地的転移の一つ と捉える大国中心的理解ないし

外在 的理解のみに安住せず、より地域内在的な理解に努めるべきであるとの認識 も共有 してお

り、本研究班もその点を配慮 して人員を構成 した。

米 ソ対立の消滅は冷戦研究を冷戦の渦中から、換言すれば対象への過度の埋没 と議論のイデ

オロギー的バイアス化の傾向か ら解放 し、冷戦を一つの歴史上の史実 として、或いは戦後世界

形成 に働いた複数の要因の一つ として、冷静に且つ相対的に戦後史の文脈に再定位す ることを

可能 にしつつある。事実、欧米ではこうした作業に基づき、冷戦終結以前には思いもっかなか

ったような観点か ら冷戦を再解釈する試み も着手 されている。そ うした作業は緒についたばか

りで成否を云 々す るのは早計であろうが、いずれにせ よ冷戦の脱神話化 と相対化の作業が本格

的に始まりつつ あると言 ってよいだろう。だがそうした一方でまた冷戦の記憶 は依然生 々 しい。

このように冷戦 という対象への適度の距離を置いた観察が可能 になりつつあると同時に冷戦を

同時代体験 として も語れ る今 ほど、本研究課題を進めるに適 した時期はないと判断できる。折

しも中国とロシアでは、従来極秘扱 いであ った冷戦期の公文書 と内部資料の閲覧が可能 にな り
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つつ あると聞かれ、それ らを活用 して既存の冷戦解釈に修正を迫る意欲的研究 も、小数 ながら

既に試みられ始めている。このように冷戦研究は、無論東南アジアのそれ も含め、決 してまだ

理解が成熟 して共有 される段階には至 っていないと言えよう。本研究を試みた理由 と意味はこ

こにもある。

3.平 成6年 度の研究経 過

平成6年 度は若干の非公式の研究打ち合わせを除けば、全員集 まっての改まった研究会 は行

わず、もっぱら個別の研究活動に各 自が従事 した。

木之内は昨年度に引き続き、1950年 及びその前後1、2年 の時期の中国一 ソ連一ベ トナムの

共産党間の関係を検討す る作業を進め、それを 「業績欄」に示 した通 り論文にまとめた。1950

年当時の東アジア政治史に関 しては、特に朝鮮戦争が らみで(旧)ソ 連 および中国側の従来機

密あつかいであった公文書や内部資料が、最近にな って続々と利用可能 とな りつつあり、 この

当時を扱 った研究 も、以上の資料を活用 して 日進月歩の速度で進んでいるようにさえ思われる。

ただ現在 の北朝鮮情勢 というホッ トでタイム リーな関心に引き寄せ られてか、以上のような共

産側資料公開の緩和の恩恵は、主 として朝鮮戦争およびそれをめぐる中国一 ソ連一北朝鮮間の

関係を扱 う研究分野に偏よる傾向がみられ、イ ン ドシナ研究あるいは東南アジア研究にまで十

分には及んでいない。今後は現在のベ トナム政府 も含めた共産側の資料の発掘 と、それ らを用

いた研究が内外の学界で課題 となるであろう。未公開であった共産側資料の利用によってどの

程度新 しい知見が得 られるか過剰な期待は禁物であろうが、少な くとも専 らアメリカ及び、程

度は下が るが、イギ リスの資料ばか りに頼 らざるを得なかった、従来 までの破行的なイ ン ドシ

ナ戦争研究は克服 される展望が開けつつあ り、それを通 じて戦後東南ア ジア政治史について、

より解像度 の高い理解を得やすい環境が近づきつつあると言 ってよい。既にベ トナム側資料を

積極的に用 いたイ ン ドシナ戦争研究 も、 ごく小数ながら内外で試み られてもいる。上述 した木

之 内の中越 ソ関係 に関す る検証作業 も、最近利用可能 となった中国側資料を活用 してはいるが、

まだ資料的に決 して十分 とは言えず、その意味では論文にまとめた結論 も中間報告あるいは予

備仮説の域を出ないか もしれない。ただ し或る程度は予想 されたことではあるが、1950年 当時

において既に中越 ソ三者がその表面上のイデオ ロギー的団結の背後に、3者 それぞれ とも冷徹

な国益 ・党益、 さらには党指導者 の個人的利益の計算を働かせていた実態が、よ り輪郭を鮮明

にして浮かんできたことは収穫で あった。本研究発足当初、 中ソ対立とか らめて中ソの側か ら

東南アジア政治史を捉える視点が不可欠 と痛感されながら、実際には十分に研究計画に盛 り込
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めなかった反省を込める意味で、木之内はこうした作業を進めたのではあったが、共産陣営側

の舞台裏を探 り団結の神話を暴 くという着目姿勢その ものは特に 目新 しいわけではな く、また

それだけであれば単なる趣味的な資料紹介作業に終わって しまう危険もあろう。課題として求

め られているのは、以上の作業を通 じて得られた、また今後 も得 られ るであろう知見が東南ア

ジアにとって結局 どのような意味を持っていたのか、そのような知見を戦後東南ア ジア政治の

理解にどのように統合 させ発展 させてい くかである。なお活動の過程の副産物 としてイギ リス

政府公文書館 (Public Record Office) に第1次 イ ン ドシナ戦争期の東南アジアに関わる資料

が膨大に集積されていることが判明 し、その中にはイ ンドシナ戦争に関わる従来未知であった

貴重な情報 も大量に収録 されていることを確認できた。 日本では清水元氏が英領マラヤ ・ビル

マ等に関わる同公文書館所蔵 資料の紹介をしているが、イン ドシナ戦争 に関する同公文書館所

蔵資料の存在はそれほど知 られてはいないと考え られ、それ らを活用 した研究業績 も極めて乏

しい。今後 これ らを大いに活用 しなければならな くな るであろう。

　 石井修 は一貫 して冷戦期の国際政治史 に関心を寄せ続 け、 とりわけヨーロッパの冷戦 とアジ

アの冷戦 との相互関連 と異同を考察 している。それと密接に関連 した問題関心 として、20世 紀

の、特に第二次世界大戦が引き金 となった脱植民地化の流れ と冷戦の関わ り方、中で もイギ リ

スと冷戦の起源 ・展開の問題を、イギ リスの対東アジア ・東南アジア政策を手がか りと しつっ

検討 している。大戦後の東南 アジアか らのイギ リスの撤退は同地域のその後の冷戦の性格に刻

印を残 したが、日本ではこの問題に十分に整理 された説明が行 き届いているとは言えない。東

南アジアにおけるコロニア リズムから冷戦への域外力学の変容過程を、イギ リスの対外政策の

考証を通 して探ろうとする石井の姿勢は、いわば空白に近か ったこの問題領域に実証的接近を

図るほとん どはじめての試み として注目に値いする。冷戦期 国際政治史への関心を主軸に据え

つつ も石井の活動 はそれに関連する多岐の分野にまたが り、例えば1950年 代 ・60年代の 日米関

係、1930年 代 に生 じた 日本 と英米 など各国との貿易摩擦をめ ぐる外交交渉、等の問題について

も丹念な実証作業 に外交史の観点か ら努めている。また本公募研究にも直接に関わる活動 とし

て、雑誌r国 際政治』に 「冷戦変容期の国際政治」と題する1960年 代 ・70年代の国際政治史を

概観する特集を企画 した。また数次にわたり広島大学平和科学研究 セ ンタ ーを訪 れ、冷 戦関

係 ・東南ア ジア関係の資料検索 ・収集に当た るとともに当地の研究者と意見交換にも努めたほ

か、他の重点領域研究 「戦後 日本形成」班の有カメンバーとして本研究課題に直結する戦後 日

本外交史の研究交流に も携わ った。近年、冷戦を含めた戦後国際政治を専 ら政治 ・軍事の観点

のみか ら見 るのではな く、経済の視点 も導入 した国際政治経済学 的アプローチが強まっている
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が、東南ア ジア分析 もこうした趨勢 と無縁ではい られな くなっている。アメ リカの戦後東南ア

ジア政策 もまた、 自由主義的資本主義経済圏の確保と死守 とい うアメ リカのグラン ド・デザイ

ンか ら読み解 くことが可能だとの指摘は早 くか らなされてはいたが、 日本ではまだ本格的に取

り上 げられてはいないと言えよう。この点で石井は政治経済的観点か ら戦後政治を解釈す る必

要 と意義を 自ら実践 して示 してきた数少ない一人でもある。そうした手法が今後の東南ア ジァ

政治研究に貢献を果 た し得る可能性は大 きい。戦後の経済秩序構想の動向 と冷戦 とを統合す る

理解は単純には進まないと我 々は考えるが、本研究班の活動期間に関わ らず、東南 アジア政治

史を辿る上で今後避 けては通れない課題 となるであろう。

藤原帰一 もまた議論の拠点を東南 アジアに設定 しつつ も、関心は 「内政安定の国外的起源」、

「中国革命 と東南アジア」、 「政府党体制の比較考察」、 「米外交史 におけるウィルソニアン

外交の遺制」 と複数に及び、そのいずれにおいて も重厚に して柔軟な考察を加えてお り、新鮮

な仮説 と命題を数多 く披露 している。中でもご く最近上梓 された論文 「工業化 と政治変動」に

おいて、フィリピンを主に手がか りに しなが ら、発展途上社会が戦後多かれ少なかれ経験 して

きた 「独裁」、 「工業化」、そして最近 の 「民主化」およびそれを担 ったとされてきた 「ミド

ルクラス」などの概念ない しは実相を鮮やかに説明 してみせた。藤原の語 り口は通説的理解に

根底か ら疑問を投げか ける、一種の偶像破壊に も似た鋭 さを備えている。発展途上国の ミ ドル

クラスが民主化の推進役となる、といった一般にイメージされがちなナイーヴな想定(と いう

より俗説)に は何 ら根拠がない こと、マル コス打倒に象徴される第三世界の 「民主化」は、既

存の 「国家」或いは 「国家形成ナショナ リズム」に対抗する民衆の側か らの 「国民意識」の形

成であ り、その限りで近代西欧の市民社会意識に近似 した現象として理解すべきであること、

ミドルクラスの集団帰属意識が生産過程ではな く消費過程によって決定 される こと、など傾聴

すべ き指摘が多 くなされている。藤原はまた、東南 アジアに とっての冷戦を単なる域外 由来の

異質な他律的力学 としてのみ捉えるのでな く、東南アジア諸国がそれを主体的に国内消費用に

加工 した面 にもっと注 目すべきであるとの問題提起をかねてから強 く主張 してきた。この問題

提起の重要性は本研究班全員の共通の了解であるとともに、今後の東南アジア政治史研究一般

に一つの方 向性を提示す るもので もあろう。思索や執筆の一方で藤原は海外でも旺盛な研究調

査を進めてきた。'94年 の7～8月 にかけ、 フィリピン ・マニラ首都圏で開発行政と政党政治に

関する聞き取 り調査、同年8～9月 にかけニューヨークでアメ リカ政治学会に出席 し報告する

と共に意見交換、'95年 フィリピン ・マニラ首都圏で技術移転の行政的規制についての シンポジ

ウム出席 などをこな している。国内においても、昨年度、東南アジア史学会 ・日本政治学会 ・
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アジア政経学会 ・日豪 シンポジウムで、東アジア ・東南アジアの戦後国家形成 と政治構造 に関

する報告を発表 している。

松岡完は、戦後 アメ リカの東南アジア政策の形成過程を、膨大 な公文書類の綿密な解読 を通

して追跡 してきた。 この分野において松岡は国内で先陣をきっていると言 って も過言ではない。

松岡のこうした研究課題に臨む姿勢に確認できる特色 は、分析 レベルの精緻化 ・資料考証の厳

密化に徹底的に努めなが らもそれが研究の過度の断片化や視野の狭あい化に陥ることな く、ア

メ リカの東南アジア関与を、アメリカの戦後の 「地域関与」といった広い射程の中で再構成 し

ようとする視点を絶えず持 ち続 けている点にあ る。アメ リカの東南アジア関与 とりわけベ トナ

ム戦争への介入は、アメ リカにとっても東南ア ジアにとって も計 り知れないほ どの遣制を残 し

たことは今更多言を要 しない。 しか しアメ リカの東南アジア関与は、それだけを取 り上 げて論

ずるのでは十分 な意味をなさない し、 もはや今 日では議論に耐えな くな りつつ もある。 アメ リ

カの 「地域関与」、 「地域認識」、 「戦後世界秩序構想」の変遷の全般的脈絡 に位置づ けて論

じることが近年 ます ます強 く要請 されてお り、松岡の活動はそうした要請に答えるものに他な

らない。松岡は1954年 のジュネーブ会議当時のアメ リカの対イン ドシナ政策形成過程について、

綿密な資料渉猟に基づ く画期的業績を世に問うた後に、次いでアイゼンハ ワー政権期の東南ア

ジア統合構想を調べ上げ、それが政治 ・軍事 ・経済の面を含む包括的な統合構想であった こと

を明かにす ると共 に、同時期のアメ リカの欧州統合構想の推進 と一体の性格を有 していたこと

を論証 した。現在松岡の主たる関心は、ケネデ ィ政権期のアメ リカの対ベ トナム ・ラオス政策

の策定を検証することを通 じ、1960年 代のアメ リカの東南アジア政策の性格を問直す ことに置

かれている。松岡は、立命館大学所蔵の米国DeclassifiedDocumentsを は じめとす る国内外

の主にマイクロフォーム形式の資料を精査 しつつ、 こうした作業に専念 している。松岡はこう

した堅牢なアプローチと並行 して、スポーツ ・大衆音楽といった娯楽や風俗の流行 に着 目し、

それ らにその時代の大衆心理や精神状況、ない しは或る種の国民感情が反映 ・表象 されている

のではないかとの考えか ら、それ らの大衆文化現象か ら当該国の対外政策の精神史的背景を解

読 しようとの しなやかな手法を試みてもいる。アメ リカのアジア政策の解明に も新地平を切 り

開 くものになるか否かまだ評価で きる段階ではないが、今後の進捗に注 目しておきたい。

五 島文雄は、昨年度中ごろ体調を崩 し、長 らく療養生活を余儀な くされたため研究活動にか

な りの支障をきた した。これは五島本人のみな らず、本研究班全体にとって も大きな痛手 とな

った。そ うしたハ ンデ ィをお して五 島は、冷戦末期および冷戦終結後のベ トナムの国際環境認

識の変容を追跡す る活動を着実に進め、ベ トナムの政治 ・経済の領域における制 度 面 ・法 制
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面 ・機構面の改革を点検 してきた。言うまで もなく、ベ トナムは戦後東南アジア政治の中心的

アクターであり続けた。アメ リカは じめ域外大国の東南アジア政策 も、ベ トナムへの対応を中

心に動いてきたと述べても言いすぎではない。従 って冷戦末期および冷戦後のベ トナムの対外

認識の変遷 は、そのまま東南アジアー般の同時期の政治史を象徴する。 こうした認識に立 って

五島は、党大会決議 ・法令 ・布告などを入念に調査 し、ベ トナムの対外政策の方向性を測定 し

ようとしている。またこれらと関連 して所属機関において詳細な東南ア ジア現代政治年表の作

成を推進 中である。

4.研 究の成果 と フロンティア

班員個 々については上述 したので ここでは一般的なことのみを記す。

本研究課題 に据えたようないわば東南 アジア国際政治論が 「地域研究」 とどのように親和 し

得るかは容易に説明 しがたいが、 「地域研究」(と いうよりは地域政治研究)が 国際政治学の

重要な一分野であることは既 に常識として認知されており、む しろ地域政治研究の集積 ・統合

か ら国際政治論を構築す るのが筋だとの意見 もある。 しか し本研究班 としては、地 域研究の

「手法論」一般の概念について正面か ら論ずることは到底無理であり、従って論 じない ことを

申 し合わせた。むろん活動の結果 として手法論 に何が しかの貢献 に通 じるな らばよ しとす る。

こうした判断は、手法論の面で全員が何 らかの統一的了解に達す ることは不可能であ り、 また

そうした統一的了解を得 ることがそもそ も妥当かどうか或いは意味があるのか も疑問であるこ

と、等の認識によるものである。具体的な活動を通 しての経験知の中か ら地域研究の何 らかの

命題が帰納 される可能性は排除 しないが、少 な くとも手法論の一般命題 を先ず設定 してそ こか

ら分解 して演繹す るという取 り組 み方は本研究班では行わない。

けれ ども個別事例研究の寄せ集 めを 「東南 アジア と冷戦」の一言で無理や り総称させること

もまた避 けなけれ ばならない。 「研究 目的」の ところで既に上述 した内容 とい くぷん重なるが、

本研究班は、次の視角を全員が共通に意識 しなが ら最終的な成果報告の取 りま とめに当たるこ

ととした。つま り 「東南アジアと冷戦」を、域外力学 と域内力学の連 関 ・相互翻訳として捉え

られないか ということである。繰 り返 しになるが、我々は、東南アジアを冷戦 という域外由来

の力学に一方的に翻弄 されつづけた非力な客体であったかのように捉え る理解 は採 らない。東

南アジアが冷戦を同地域固有の論理一 そうした論理があるとすればだが一に従 って域内 ・国内

用 に翻訳 し加工 し適合 させた面があったのではないか、また東南 アジアの対処が世界大の冷戦

体制に逆転写 した面があったのかないのか、これ らに着 目してみたい。 このような観点にたち、

120



東南アジアという地域と東西冷戦構造の間の関係の動態を global, regional, bilatelal の三層

レベルで探 りたいと考える。以上のような考え方は作業仮説であり、班員個 々で解釈の仕方や

力点の置き方は当然異なろうし、その妥当性は今後 も議論を要するだろうが、議論すること自

体にもまた意味があると考える。

5.今 後 の課題

　次年度 も本研究班が継続す るか どうかに関わ りな く、最終的な成果報告書を各 自がどのよう

に仕上げるか とい ったより実践的な課題を念頭 に置きつつ、それぞれが研究活動に当たる こと

になる。上記の共通視角を意識 しなが らも、各班員の分担研究課題をさらに具体的に絞 り込ん

だ トピックとして、木之内が 「冷戦の地域波及の位相一1950年 代のイン ドシナを手がか りに一」、

石井が 「脱植民地化 と冷戦の開始一1940年 代後半のイギ リスの東南アジア政策から一」、藤原

が 「国際政治体系 と東南アジア国家形成」、松岡がrr地 域介入』のアメ リカ的論理一 ケネデ

ィ政権期の対ベ トナム ・ラオス政策を中心に一 」、五島が 「対ソ連認識 とベ トナム対外政策の

変容一1978年 以降の経済政策を通 して一」をそれぞれ取 り上げる。いずれ も仮称であ り、執筆

のタイ トルに直ちに結び付 くものではな く多少流動的な要素は残 っているが、おおよそこうし

た トピックを見据えて考察する予定 としたい。ただ成果報告書が どのような形 になるにせ よ、

現時点での班員構成や分担課題のみでは、東南アジア冷戦史を語る上で欠かせ ない 「共産中国

の影響」、　「中ソ対立の意味」、　「非同盟運動 の意義」といった重要な論点が欠落する恐れも

予想 される。あ らゆる論点を網羅する必要はないし、本研究班だけでは現実にも出来ない相談

だが、何 らかの工夫 は考えねばならないだろう。
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